別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　目：地方改善費
	事業名: 地方改善促進指導費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
環境生活部　人権施策推進課　人権啓発担当　電話番号：058-272-1111（内2443）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11227@pref.gifu.lg.jp
　　　　　　　　　　　　

	事業費


（1） 隣保館運営費補助金

要求額：29,621千円（前年度予算額：30,681千円）

（2） 地方改善促進業務指導費
　要求額：　 270千円（前年度予算額：　 270千円）

	事業内容


	１　事業の内容


· 市町村が設置する人権啓発の拠点施設である隣保館の運営費に対する補助金

· 市町村の実施する地方改善事業に対して県が行う指導監督事業に要する経費

	２　所要経費


（1） 隣保館運営費補助金（補助率：国２／４、県１／４）

・隣保館運営費　　　　　　　27,697千円

・隣保館デイサービス事業費　 1,515千円

・地域交流促進事業費　　　　 　409千円
（2） 地方改善促進業務指導費（補助率：国１／２）

・旅費　　 126千円

・消耗品費　72千円

・役務費　　72千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　

Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

　・人権教育、啓発に総合的に取り組む

	２　これまでの取組状況


　同和地区とその周辺地域の中で、隣保館とともに啓発活動や相談活動、教養文化、交流活動を通じて、同和地区住民の社会的、経済的、文化的向上と同和問題の解決に向けて、取り組むことができた。

	３　これまでの取組に対する評価


・　運営費を助成することにより、隣保館の円滑な運営が図られた。

· 　隣保館訪問により、隣保館職員から活動状況、問題点などの聞き取りを行い、隣保館活動への助言を行うことができた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


（１）隣保館運営費補助金

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	30,681
	20,452
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,229

	要求額
	29,621
	19,745
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,876

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（２）地方改善促進業務指導費
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	270
	135
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	135

	要求額
	270
	135
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	135

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


